平成２２年度農林水産予算概算要求の概要について
１．政府予算全体
　　２２年度予算の概算要求基準（シーリング）については、7月1日の  経済財政諮問会議を経て、同日の閣議で了解された。
（１）２２年度予算概算要求に当たっての基本的考え方
○　歳出改革を継続しつつ、社会保障の修復等、安心と活力の両立。
○　このため、「経済財政改革の基本方針2009」（平成21年６月閣議決定）を踏まえ、「歳出全般にわたる徹底した見直しを行い、真に必要なニーズにこたえるための財源の思い切った重点配分を行う」とともに、国債発行額を極力抑制し、持続的な経済成長と財政健全化の両立を図るとされた。
（２）２２年度概算要求基準（シーリング）の具体的な枠組み
　現下の経済社会状況への必要な対応等を行うため
　①社会保障については、自然増(1兆900億円)を認める。
　②「経済危機対応等特別措置」(3,500億円)を新設する。
１）社会保障関係
　　年金・医療等については、1兆900億円(自然増)。その際、無理のない範囲で節約に努め、節約できた分は社会保障に充当。
２）公共事業・その他経費
　「基本方針2009」で示された重点課題のうち、緊急性や政策効果が特に高い施策に対し重点配分。公共事業関係費及びその他経費については、25％増の要望額を確保
３）義務的経費等
　　義務的経費は前年度予算額と同額。ただし、特殊要因（21年度予算に比して、衆議院議員選挙に必要な経費の減、参議院議員選挙に必要な経費の増など）については加減算。
（３）各経費の重点化・効率化等
○　「基本方針2009」を踏まえ、不断の行政改革の推進と無駄排除の徹底を継続。
○　独立行政法人については、「整理合理化計画」に盛り込まれた事項を着実に実施。これにより運営費交付金等を抑制。
○　公益法人向け支出についは、国民の視点に立って無駄を根絶し、支出を縮減する観点から徹底して見直し。
○　補助金等により造成された基金については、執行状況等について透明性を確保するなど徹底して見直し。
○　地方向け国庫補助負担金（年金・医療費等を除く）について、必要な見直しを行い抑制。
○　特別会計についても、一般会計と同様、個別の事務・事業を徹底的に見直し、合理化・効率化を推進。
２．２２（2010）年度農林水産予算概算要求（2兆9，480億円）の特徴
	 　農林水産予算は、1982年度の3兆7,010億円をピークに漸減傾向。
 05年度には1977年度以来28年ぶりに3兆円の大台を割ったが、09年 度において、当初予算の2兆5,605億円にあわせ、補正予算で1兆30 2億円が措置され、総額が3兆5,907億円となった。
  10年度概算要求はシーリングに基づき、09年度予算額に比べ15.1 ％増の2兆9，480億円弱を要求している。



 (1)基本的な考え方
○　農林水産予算概算要求については、①コミュニティを維持し地域資源を活かす農産漁村活性化対策、②農業所得増大に向けた戦略的取組の推進、③我が国農業を支える担い手の育成・確保、④食の安全・消費者の信頼確保、⑤農林水産業・食品産業の潜在能力を活かした新たな分野への挑戦、⑥多様で健全な森林整備の推進と林業・木材産業・山村の再生、⑦水産業の体質強化と活力ある漁村の確立の7つの柱を重点事項として構成。
○　要求総額は、対前年度比15.1％増の2兆9,480億円でシーリング限度枠いっぱいの要求。内訳は、公共事業費が19.0％増の1兆1,842億円、非公共事業費は12.7％増の1兆7,638億円。
【総括表】　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：億円、％)
	区       分
	21年度予算額
	22年度要求･要望額
	対前年度比

	1 公共事業費
    一般公共事業費
    災害復旧等事業費
2 非公共事業費
    一般事業費
    食料安定供給関係費
	9,952
9,760
193
15,653
6,993
8,659
	11,842
11,650
193
17,638
7,933
9,705
	119.0
119.4
100.0
112.7
113.4
112.1

	農林水産予算総額

	25,605

	29,480

	115.1



３．２２（2010）年度農林予算概算要求の重点事項
（１）コミュニティを維持し地域資源を活かす農山漁村活性化対策
　①　地域マネジメント法人の育成等による集落の再生
　　○　集落機能維持のための生活支援サービス等を行う「地域マネジメント法人」に対して支援する「新たな農産漁村コミュニティ・マネジメント創造支援事業」に53.5億円（新規）。中山間地域等における複数集落が連携して地域社会の維持を図る体制づくりに支援する「小規模・高齢化等集落連携再生事業」に2.3億円（新規）等。
　②　中山間地域等における農地・環境の保全
　　○　「中山間地域等直接支払交付金」については、高齢化の進行に配慮して要件等を見直し、引き続き条件不利補正の直接支払を交付する。301.79億円。また、農地・水・環境保全向上対策の所要額として294.12億円等。
　③　都市との交流・連携による所得機会・就業機会の確保
　　○　若者や高齢者、外国人等を対象とした「ようこそ！農村」の推進や都市農業の振興として「広域連携共生・対流等対策交付金」に11.07億円。
　　○　地域間交流の拠点となる交流・体験施設等を整備する「農山漁村活性化プロジェクト支援交付金」に406.21億円の内数等。（別掲）
（２）農業所得増大に向けた戦略的取組の推進
　①　水田等の有効活用に向けた食料供給力の向上（別掲）
　　○　地域水田農業の推進とともに、食料供給力の向上に向けた戦略作物の作付け拡大に向けた支援策として、「産地確立交付金」「水田等有効活用促進交付金」「需要即応型水田農業確立推進事業」等の予算所要額を要求。
　②　食料供給力の向上のための産地の育成
　　○　収益性向上のための作物導入、加工品開発、機会リース等の取組を総合的に支援する「産地収益性向上プロジェクト事業」に43.8億円（新規）。
　③　飼料基盤に立脚した畜産経営の育成
　　○　新規参入者の就農等に、リース方式により必要な機械等の導入を支援する「畜産新規参入促進事業」に24.75億円（新規）。
　　○　生乳生産の維持・拡大を通じた酪農経営の安定を図るため、国産チーズ向け生乳の供給拡大に応じて奨励金を交付する「国産乳製品持久力向上対策事業」に28.18億円（新規）。
（３）我が国農業を支える担い手の育成・確保
　①　多様な担い手の確保（別掲）
　　○　認定農業者が借り入れるスーパーＬ資金等について、金利負担軽減措置（当初5年間無利子化）として融資枠1,500億円（新規）。
　　○　担い手に対する経営支援として、新規就農者への機械・施設等導入の初期投資を軽減する支援、融資残の自己負担部分への補助金交付、金融機関への債務保証の拡大等、担い手に対するハード支援を市町村が策定する１つの計画で一括して行えるとともに、複数年にわたり執行できる仕組とした「担い手づくり交付金」189.21億円（新規）。
　②　多角化等による経営の高度化の推進（別掲）
　　○　経営の多角化・複合化や他の事業者との連携等により、経営を高度化する農業法人（高度化法人）を支援するため、資本調達の円滑化を図る「高度化法人出資支援業務」に10.3億円（新規）や農業用機械・施設の導入を支援する「先進的農業法人支援整備事業」に30.85億円（新規）。
　③　雇用就農をはじめとする複線的就農ルートの整備（別掲）
　　○　農業法人等への雇用就農を促進するため、農業法人等における実践的な研修実施を支援する『「農」の雇用事業』に35.28億円（新規、21年度補正・38.69億円）。
　　○　就農準備校の設置や後継者不在農家の経営継承を支援する「独立就農促進研修支援事業」に12.3億円（新規）。
　④　平成の農地改革の推進（別掲）
　　○　農業委員会が行う農地の利用関係の調整や当該事務等を適切かつ円滑に実施するため事務局体制をサポートするための支援として「農業委員会費補助金」に20.48億円（前年0.6億円）。
　　○　農業委員会等が行う農地の出し手・受け手の掘り起こしや不在村地主の特定等の活動支援や農地の利用集積に関するデータ・資料等を整理する事務をサポートするための支援として「農地有効利用支援事業（特会）」に19.42億円（新規）。
（４）食の安全・消費者の信頼確保
　①　食の安全と消費者の信頼確保
　　○　レギュラトリーサイエンス（科学的知見と規制措置との間の橋渡しに使われる科学や研究）を活用した食品のリスク管理の強化として「レギュラトリーサイエンス新技術総合対策」に5.95億円（新規）
　　○　食事バランスガイドを活用した日本型食生活の実践や「エコ食べ（食生活の工夫により、食べ残しや食品廃棄を減らすなど環境に配慮した食生活を送ること）」の普及・啓発を図る「食育実践活動推進事業」に25.5億円（新規）。
　②　食料安定供給に向けた国民理解等の促進
　　○　食料安全保障の確保を目的とした寄付・募金を受け付け、基金を造成し、耕作放棄地解消等の目的に活用するシステムの構築を図る「食料安全保障国民支援事業」に5.81億円（新規）
　　○　世界の食料生産・農業投資の拡大と新たなルート開拓による輸入の多角化を促進する「食料輸入安定化対策事業」に6.51億円（新規）。
　③　食と農のつながりの深化に向けた取組
　　○　都市部を含めた直売所の強化や生産者と実需者の連携強化とともに、地域の特徴ある料理に知的財産権取得を促進する取組等を支援する「地産地消の推進」に19.51億円（新規）。
（５）農林水産業・食品産業の潜在能力を活かした新たな分野への挑戦
　①　新たな技術を活用した資源産業の創出
　　○　農山漁村の資源を活用した新産業創出のため、人材の育成、事業家の実証を推進する「イノベーション促進総合対策事業」に24.2億円（新規）。
　　○　新たな産業連携の構築のため、販路拡大、流通効率化等の取組を総合的に支援する「食と農の未来を切り拓く新産業連携創出事業」に86.73億円（新規）。
　②　緑と水の環境技術革命
　　○　耕作放棄地を活用してナタネ等を生産し、バイオディーゼル燃料を製造・利用する「耕作放棄地活用型バイオディーゼル燃料事業」に６億円（新規）。
　③　食品産業グリーンプロジェクト
　　○　食品リサイクル・ループの構築、食品廃棄物の新用途への活用技術の実証として、食と農の未来を切り拓く新産業連携創出事業のうち「資源・環境対策」に7.91億円（新規）
（６）多様で健全な森林の整備の推進と林業木材産業・山村の再生
　①　温暖化防止と生物多様性保全に向けた森林整備の推進
　　○　低コストで再造林を行うモデル的な取組を定額で助成する、森林・林業・木材産業づくり交付金のうち「低コスト造林促進特別対策」に10億円（新規）。
　　○　全ての森林を対象に、森林生態系の多様性をマクロ的に調査・分析する「森林生態系多様性基礎調査」に4.07億円（新規）。
　②　循環利用期を担う持続的な林業経営の育成
　　○　木材価格の急激な下落に伴う収入減少影響緩和方策のあり方について調査・検証する「持続的林業経営支援実証事業」に7.1億円（新規）。
　　○　林業就業者のスキルアップにより、現場管理のできる人材を育成する「林業就業者スキルアップ対策モデル事業」に3億円（新規）。
　③　国産材の利用拡大と豊富な資源を活用した山村の再生
　　○　型枠用合板等の資材について、国産材への原料転換のための技術開発等を推進する「国産材多角的利用促進事業」に1億円（新規）。
　　○　合法木材供給事業体の登録・取組状況の検証、合法証明木材の普及拡大を図る「違法伐採木材排除のための合法木材利用推進事業」に1.5億円（新規）。
（7）水産業の体質強化と活力ある漁村の確立（略）
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